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市民一人ひとりが地域社会における課題に対して自主的・主体的に取り組めるよう、自治会等の活動を支援する。

地域住民が連帯意識を持って、地域の課題に自主的・主体的に取り組めるよう、コミュニティ活動を推進する。
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地域住民が連帯意識を持って、地域の課題に自主的・主体的に取り組めるよう、コミュニティ活動に関する様々な情報や
自治会同士の交流の場を提供しながら、より良い地域づくりのための支援を行う。
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直営 昭和64年度以前 ①地方自治法第260条の2～第260条の38　②河内長野市認可地縁団体印鑑
登録条例　③河内長野市コミュニティ活動事業助成金交付要領

自治会、町会等　平成２５年４月現在３８９自治会（単位自治会３６９自治会、連合自
治会２０自治会）

防犯や防災など、自治会が自主的・主体的に実施する地域の安全・安心なまちづくりのための活動への理解とともに、自
治会の必要性などについて啓発しながら、コミュニティ活動を推進する。
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事業：自治推進事業                                

１．コミュニティ活動の推進 

少子高齢化や核家族化の進行、さらには個人のライフスタイルの多様化などにより、地域における連帯意識が希

薄化する中、市民一人ひとりが地域社会の課題に対して自主的・主体的に取り組めるよう、コミュニティ活動に関

する様々な情報や交流の場を提供しながら、より良い地域づくりのための支援を行った。 

 

細事業：コミュニティ活動推進事業                             

１．コミュニティ活動の活性化 

(1) 講演会、交流会の開催 

①地域で自主的・主体的に活動する団体の様々な取り組みを紹介し、情報提供を行うことで、コミュニティ

活動の活性化を図り、より良いまちづくりにつなげることを目的に、市民協働室と共同で地域まちづくり

講演会を開催した。また、市民公益活動の支援を担う市民公益活動支援センターの指定管理者と協働で、

自治会交流会を実施した。 

ア．地域まちづくり講演会 

開催日：平成２４年６月１６日（土） 参加人数：２８０人 

場 所：市民交流センター（キックス）イベントホール 

Ａ テーマ「地域のお困りごとって何？それってこうすれば」 

講 師 京都造形芸術大学教授・空間演出デザイン学科長 ㈱studio－L 

代表取締役 山崎 亮 氏 

Ｂ パネルディスカッション 

長野小学校区連合自治会 会長 小松 数芳 氏 

小山田小学校区まちづくり会 会長 道上 清己 氏 

美加の台自治会連合会 相談役 五島 守 氏 

南花台地区福祉委員会 委員長 姫岡 和夫 氏 

朗読サークルみち 代表 野田 知子 氏 

河内長野市 生涯学習アドバイザー 嶋田 崇彦 

京都造形芸術大学教授・空間演出デザイン学科長 ㈱studio-L代表取締役 山崎 亮 氏 

 

 

 

 

 

 

 

イ．自治会交流会 

開催日：平成２５年３月２日(土) 参加人数：４４人 

場 所：市民公益活動支援センター（るーぷらざ） 

 

(2)コミュニティ活動事業助成金の交付 

 地域課題の解決と住民の自主的な地域活動の推進に向け、概ね小学校区単位で、現在８地区において連合

組織が結成されている。そうした連合化地区に対して住みよいまちづくりの促進と地域住民の連帯意識の向

上を図ることを目的として、１地区２００，０００円を上限とした助成金を申請のあった８地区に交付した。 


